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連結納税制度の
企業対応動向調査の問題点
—東京証券取引所第 1 部上場会社調査分析結果より一一一
大倉雄次郎
（はじめに）
本調査は会計と税務の国際化による大きな変革のもとで，平成14年度か
ら新導入の連結納税制度の企業の対応動向を把握し，これらに関する今後
の在り方を理論的且つ実務的に提言することを目的として，文部科学省か
ら平成14・15年度科学研究費補助金の交付を受けて行っているものである。
初年度の連結納税に関する回答の単純集計とクロス集計の結果について
は，前回 I)報告した。
1. 調査概要（再掲）
(1)調査対象：東京証券取引所第 1部上場会社 1.474通
（この調査対象に日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会130
社が含まれている）
(2)調査方法：アンケート調査を郵送し回答を郵送で得た。
(3)回答：平成14年9月12日から10月12日の 1カ月間
1)関西大学商学論集「連結納税制度の企業対応動向調査分析結果」第47巻第 6号．
2003年2月23-57頁）に報告したので．それを参照されたい。
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(4)有効回答数： 213社（回答率14.5%)
（この有効回答に日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会会員
48社（回答率36.9%))が含まれている。）
2. 有効回答213社の概要
(1)国内子会社数
平均42社，最大706社，最小0社中央値12社
(2)国内100%子会社数
① 平均22社，最大371社， 最小 0社，中央値 8社
② 100%子会社数の社数 10未満： 127社， 10以上： 37社，
20以上： 14社， 30以上： 35社
I. 連結納税のリッカート法による回答結果（継続）
連結納税の単純集計・クロス集計結果については前回で既に報告したの
で，今回はクロス集計によるリッカート法2)の結果のみを報告する。
1 . 連結納税制度の導入意向による調査分析
連結納税制度を「①付加税廃止にかかわりなく早期導入の予定である②
付加税廃止の時点で導入の予定である③いずれ時期を見て導入することに
なる。」をまとめて連結納税導入意向有りグループとし．「④導入か否か迷
っている⑤導入の予定はない」をまとめて連結納税導入意向無しのグルー
プの 2グループに分けその配点数を「①全く望ましくない (1点）②やや
望ましくない (2点）どちらともいえない (3点）④望ましい (4点）⑤
大変望ましい (5点）」でスコアー（点数）をつけたリッカート法で行った。
2) リッカート法とは：態度文の内容に賛成か反対かを各段階のスコアに置き換えて
評価する方法である。
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(1) 100%子会社連結範囲
子会社連結範囲については，連結納税導入意向有りの親会社は3.0であ
るので， 80%以上が望ましいとしている。他方連結導入意向無しの親会社
は2.39で80%あたりが望ましいとしていて両者に意見の差が見られる。
Q14 連結納税導入傾向 / Q15 連結範囲について100%子会社に限定される事につ
いての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 90%以上 80%以上 80%未満 わからない 計 平均点数望ましい
社数
いずれ，早期，付加税 26 ， 19 3 29 86 
導入なし，迷っている 27 12 7 11 65 122 
点数
いずれ，早期，付加税 130 36 57 6 29 258 3.000 
導入なし，迷っている 135 48 21 22 65 291 2.385 
(2)連結範囲の強制
子会社連結範囲について親会社が保有する100%子会社全てを連結範囲
として強制され任意性は認めらないことに対し．連結納税導入意向有りの
親会社は2.67であり，他方連結導入意向無しの親会社も2.81でやむを得な
いとしているので．両者に意見の差が見られない。
QI4 連結納税導入傾向 / Q16 連結納税制度の適用にあたって, 100%子会社全て
の強制であり選択が認められていない事についての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい えない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 2 10 46 14 14 86 
導入なし，迷っている 8 14 64 21 16 123 
点数
いずれ．早期．付加税 10 40 138 28 14 230 2.674 
導入なし，迷っている 40 56 192 42 16 346 2.813 
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(3)子会社の繰越欠損金の持ち込み
子会社の繰越欠損金について一切の持ち込み認められない規定になって
いるが．連結納税導入意向有りの親会社は1.37であり．他方連結導入意向
無しの親会社も1.50で全く望ましくないとやや望ましくないとの意見の中
間に位置していて．両者に殆んど意見の差が見られない。
Q14 連結納税導入傾向 / Q17連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金
について一切の引継ぎが認められていない事ついての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい えない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 ゜゜ 7 18 61 86 導入なし，迷っている ゜゜ 19 23 81 123 点数 いずれ，早期，付加税 ゜゜ 21 36 61 118 1.372 導入なし．迷っている ゜゜ 57 46 81 184 1.495 
(4)連結付加税
連結納税制度の導入に当たって， 2年間の時限で付加税2%が課税され
ることに対し，連結納税導入意向有りの親会社は1.26であり，他方連結導
入意向無しの親会社も1.27で撤廃すべきという意見で，両者に差が全く見
られない。
Ql4 連結納税導入傾向/Q18 連結納税制度に導入にあたって， 2年間の時限であ
るが付加税2%が課税される事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 至極当然 当然 やむを 出来る限 撤廃 計 平均点数えない り撤廃 すべき
社数
いずれ，早期．付加税 ゜゜ 2 18 66 86 導入なし，迷っている ゜゜ 4 25 95 124 点数 いずれ，早期，付加税 ゜゜ 6 36 66 108 1.255 導入なし，迷っている ゜゜ 12 50 95 157 1.266 
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(5)寄付金
連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入であることについ
て，連結納税導入意向有りの親会社は1.74でその導入は全く望ましくない
よりもやや望ましくないという意見に近いが，他方連結導入意向無しの親
会社は2.07で，その導入はやや望ましくないという意見で，両者に若干の
差が見られる。
Q14 連結納税導入傾向 / Q19 連結グループ内の一般寄付金について全額損金不
算入である事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
いずれ，早期，付加税 ゜ 4 14 24 44 86 社数 導入なし，迷っている 8 44 17 124 1 54 
点数
いずれ，早期，付加税 ゜ 16 42 48 44 150 1.744 導入なし，迷っている 5 32 132 34 54 257 2,072 
(6)一般寄付金の時価評価
連結グループ内の一般寄付金について時価評価される事について，連結
納税導入意向有りの親会社は2.06でその導入はやや望ましくないという意
見にあるが，他方連結導入意向無しの親会社は2.54で，その導入はやや望
ましくないという意見とどちらともいえないとの意見の中間に近くて，両
者に意見の差が見られる。
Q14 連結納税導入傾向 I Q20 連結納税制度的用事に時価評価される事について
の意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付肌税 ゜ 3 30 22 31 86 導入なし．迷っている 2 10 70 13 29 124 
点数
いずれ，早期，付加税 ゜ 12 90 44 31 177 2,058 導入なし，迷っている 10 40 210 26 29 315 2.540 
50 (188) 第 48 巻第 2 号
(7)交際費
交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整がされる事
について，連結納税導入意向有りの親会社は2.22で，他方連結導入意向無
しの親会社も2.17で，両者共にその導入はやや望ましくないという意見に
近くて，両者に意見の差が見られない。
Q14 連結納税導入傾向 / Q21 交際費について連結親法人で一括して損金不算入
の税務調整する事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい えない しくない しくない
いずれ，早期，付加税 ゜ 4 39 15 28 86 社数 導入なし，迷っている ゜ 4 53 26 40 123 点数 いずれ，早期，付加税 ゜ 16 117 30 28 191 2.220 尊入なし，迷っている ゜ 16 159 52 40 267 2.170 
(8)内部取引の消去の処理一固定資産
内部取引の消去の処理において，固定資産を対象としている事について，
連結納税導入意向有りの親会社は3.36で，他方連結導入意向無しの親会社
も3.15で，両者共にどちらともいえないという意見に近くて，両者にあま
り差が見られない。
Ql4 連結納税導入傾向 / Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしてい
る事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 ， 36 26 7 8 86 
尊入なし．迷っている 8 37 56 10 12 123 
点数
いずれ，早期，付加税 45 144 78 14 8 289 3.360 
導入なし，迷っている 40 148 168 20 12 388 3.154 
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(9)内部取引の消去の処理一金銭債権
内部取引の消去の処理において，金銭債権を対象としている事について，
連結納税導入意向有りの親会社は3.41で，他方連結導入意向無しの親会社
も3.32で，両者共にどちらともいえないという意見に近くて，両者にあま
り意見の差が見られない。
Q14 連結納税導入傾向 I Q23 内部取引の消去で金銭債権を対象にしている事に
ついての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 7 34 23 7 5 76 
導入なし，迷っている 7 44 60 6 6 123 
点数
いずれ．早期．付加税 35 136 69 14 5 259 3.407 
導入なし．迷っている 35 176 180 12 6 409 3.325 
(10)内部取引の消去の処理一棚卸資産
内部取引の消去の処理において，棚卸資産を対象にしていない事につい
て，連結納税導入意向有りの親会社は3.27で，他方連結導入意向無しの親
会社も3.02で，両者共にどちらともいえないという意見に近くて，両者に
あまり意見の差が見られない。
Q14 連結納税導入傾向 I Q24 内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事
についてお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 ， 31 27 12 7 86 
導入なし．迷っている 10 27 52 21 12 122 
点数
いずれ．早期．付加税 45 124 81 24 7 281 3.267 
導入なし．迷っている 50 108 156 42 12 368 3.016 
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(11)所得通算型
連結納税の導入で所得通算型を採用した事について，連結納税導入意向
有りの親会社は3.19で．他方連結導入意向無しの親会社も3.19で．両者共
にどちらともいえないという意見に近くて．両者に全く意見の差が見られ
ない。
Q14 連結納税導入傾向 / Q25 連結納税の導入で所得通算型を採用についての意
見をお聞かせください。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
いずれ．早期．付訓税 2 28 43 10 3 86 
社数
導入なし，迷っている 4 29 77 8 3 121 
いずれ．早期．付加税 10 112 129 20 3 274 3.186 
点数
導入なし，迷っている 20 116 231 16 3 386 3.190 
(12)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を採用した方がよかったかについて，連結
納税導入意向有りの親会社は2.08で，他方連結導入意向無しの親会社も
2.03で，両者共にどちらともいえないという意見に近くて，両者に全く意
見の差が見られない。
Ql4 連結納税導入傾向 / Q26 連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方が1
よかったと思われますか。
リッカート法の点数 3 2 1 
~ 所得通算 どちらとも 損益通算 計 平均点数が良い いえない 型が良い
社数
いずれ．早期．付加税 19 54 12 85 
導入なし．迷っている 20 85 17 122 
点数
いずれ．早期．付加税 57 108 12 177 2.082 
導入なし．迷っている 60 170 17 247 2.024 
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(13)連結納税の租税回避行為防止規定
連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為又
は計算の否認規定が創設されたことについて，連結納税導入意向有りの親
会社は2.79で，他方連結導入意向無しの親会社も2.96で，両者共にほぽど
ちらともいえないという点で，両者にあまり意見の差が見られない。
Q14 連結納税導入傾向 I Q29 連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するた
めに連結法人の行為又は計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ
下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点数望ましい いえない しくない しくない
社数
いずれ，早期，付加税 ゜ 20 41 8 15 84 導入なし，迷っている ゜ 30 67 15 10 122 点数 いずれ．早期．付加税 ゜ 80 123 16 15 234 2.785 導入なし．迷っている ゜120 201 30 10 361 2.959 
2. 日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非会員の2分
類
日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非会員の2グルー
プに分け，その配点数を「①全く望ましくない (1点）②やや望ましくな
い (2点）どちらともいえない (3点）④望ましい (4点）⑤大変望まし
い (5点）」でスコアー（点数）をつけて比較した。その理由は， 日本経
済団体連合会経済法規本部では，税制委員会の会員が日本の連結納税制度
立案の意見具申に参加し，また連結制度の研修会により会員の方が非会員
に比べて内容の理解が高いと判断されるからである。
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(1)連結納税導入の意向
連結納税制度導入の意向があるかに関し，税制委員会の会員が2.67でい
ずれ時期をみて導入するのに近いのに対し，非会員2.01で連結納税制度の
導入に迷っている状態にあり，両者に明らかに意見の差が見られる。
I●税制委員会員・非会員 / Ql4 連結納税導入傾向
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
こ 早期導入 付加税 いずれ時期樽入か否か 導入の予 計 平均点の予定 廃止時点 をみて謀入迷っている 定は無い
会貝 7 3 17 ， 12 48 
社数
非会貝 5 45 24 81 164 ， 
点数
会員 35 12 51 18 12 128 2.667 
非会員 45 20 135 48 81 329 2.006 
(2) 100%子会社連結範囲
子会社連結範囲については税制委員会の会員の平均が2.91で親会社株式
80%以上が望ましいとするのに対し，非会員2.58で80%未満と80%以上の
中間にある。
Q14 税制委員会員・非会貝 / Q15 連結範囲について100%子会社に限定される事
についての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 90%以上 80%以上 80%未満 わからない 計 平均点望ましい
社数
会員 11 7 ， 5 14 46 
非会員 43 14 17 ， 80 163 
点数
会員 55 28 27 10 14 134 2.913 
非会員 215 56 51 18 80 420 2.577 
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(3)子会社連結範囲の強制
本制度では，子会社連結範囲について任意性は認められず，親会社が保
有する100%子会社全てを連結範囲として強制されることに対して，税制
委員会の会員がやや望ましくないとやむを得ないとの意見のほぼ中間の
2.60に対し，非会員ではやむを得ないという意見に近い2.82で，両者に僅
かに意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員/Q16 連結納税制度の適用にあたって， 100%子会社全て
の強制であり選択が認められていない事についての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむをえ やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい ない しくない しくない
会員 1 4 26 ， 8 48 
社数
非会員 10 20 84 26 22 162 
点数
会員 5 16 78 18 8 125 2.604 
非会員 50 80 252 52 22 456 2.815 
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み
連結納税制度導入時に子会社の繰越欠損金について一切の持ち込みが認
められない規定になっているが，税制委員会の会員が全く望ましくないと
いう意見に近い1.25に対し，非会員で全く望ましくないとやや望ましくな
いとの意見の中間の1.52で，両者に僅かに意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員/Q17 連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損I
金について一切の引継ぎが認められていない事ついての意見
リッカート法の点数 4 3 2 1 
~ 大変 やむをえ やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい ない しくない しくない
社数
会員 ゜ 2 8 38 48 非会員 1 24 33 104 162 
点数
会員 ゜ 6 16 38 60 1.25 非会貝 4 72 66 104 246 1.518 
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(5)連結付加税
連結納税制度の導入に当たって， 2年間の時限で付加税2%が課税され
ることに対し，税制委員会の会員が会社の付加税は撤廃すべきにやや近い
1.15に対し，非会員でも1.31であるが，両者にやや意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員/Q18 連結納税制度に導入にあたって， 2年間の時限で1
あるが付加税 2%が課税される事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 4 3 2 1 
~ 当然 やむを 出来る 撤廃 計 平均点である えない 限り撤廃 すべき
会員 ゜ 1 5 42 48 社数 非会貝 5 38 119 163 1 
点数
会員 ゜ 3 10 42 55 1.145 非会員 4 15 76 119 214 1.312 
(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入であることについ
て，税制委員会の会貝が全く望ましくないとやや望ましくないとの意見の
中間の1.46に対し，非会員でやや望ましくないとの意見が2.09であり，両
者に意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員/Ql9 連結グループ内の一般寄付金について全額損金不
算入である事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
会員 ゜ ゜ 7 8 33 48 非会員 1 12 52 33 65 163 
点数
会員 ゜ ゜ 21 16 33 70 1.458 非会員 5 48 156 66 65 340 2.086 
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(7)一般寄付金の時価評価
連結グループ内の一般寄付金について時価評価される事について，税制
委員会の会員がやや望ましくないという意見に近い1.90に対し，非会員で
やや望ましくないとどちらともいえないとの意見の中間の2.49であり，両
者に意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員 IQ20 連結納税制度的用事に時価評価される事について
の意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
会員 1 ゜ 15 
， 23 48 
社数
非会員 1 14 85 26 37 163 
点数
会貝 5 ゜ 45 18 23 91 1,896 非会員 5 56 255 52 37 405 2.485 
(8)交際費
交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務調整がされる事
について，税制委員会の会員2.15, 非会員2.22で全く望ましくないという
意見とやや望ましくないの意見の中間の2.49であり，両者に意見の差がや
や見られる。
●税制委員会員・非会員/Q21 交際費について連結親法人で一括して損金不算入
の税務調整する事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい えない しくない しくない
会員 ゜ 1 22 7 17 47 社数 非会貝 ゜ 8 70 51 163 34 点数 会員 ゜ 4 66 14 17 101 2.149 非会員 ゜ 32 210 68 51 361 2,215 
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(9)内部取引の消去の処理一固定資産
内部取引の消去の処理において，固定資産を対象としている事について，
税制委員会の会員がどちらともいえないと望ましいとの意見の中間の3.49
に対し，非会員でどちらともいえないとの意見に近い3.17であり，両者に
意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員 IQ22 内部取引の消去について固定資産を対象にしてい
る事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカー ト法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
会員 4 21 18 2 2 47 社数
非会員 53 64 15 18 163 13 
会員 20 84 54 4 2 164 3.489 点数
非会員 212 192 30 18 517 3.172 65 
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
内部取引の消去の処理において，金銭債権を対象としている事について，
税制委員会の会員がどちらともいえないと望ましいとの意見の中間の3.40
に対し，非会員でも同中間の3.30であり，両者に意見の差が見られない。
●税制委員会員・非会員 IQ23 内部取引の消去で金銭債権を対象にしている事に
ついての意見をお聞かせ下さい。
リッカー ト法の点数 5 4 3 2 1 
こ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数 会員 5 16 21 3 2 47 
非会員 ， 63 72 10 ， 163 
点数 会員 25 64 63 6 2 160 3.404 
非会員 45 252 216 20 ， 542 3,325 
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(11)内部取引の消去の処理一棚卸資産
内部取引の消去の処理において，棚卸資産を対象にしていない事につい
て，税制委員会の会員がどちらともいえないと望ましいとの意見の中間の
3.43に対し，非会員はどちらともいえないとの意見の3.04であり，両者に
意見の差が見られる。
●税制委員会員・非会員/Q22 内部取引の消去について固定資産を対象にしてい
る事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
会員 6 17 18 3 3 47 
非会員 13 42 61 30 16 162 
点数
会員 30 68 54 6 3 161 3.426 
非会員 65 168 183 60 16 492 3.037 
(12)所得通算型
連結納税の導入で今回所得通算型を採用した事について．税制委員会の
会員がどちらともいえないとの意見の3.15に対し，非会員でどちらともい
えないとの意見の3.20であり，両者に意見の差が見られない。
●税制委員会員・非会員/Q25 連結納税の導入で所得通算型を採用についての意
見をお聞かせください。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
会員 1 13 25 6 1 46 
非会員 5 44 96 12 5 162 
点数
会員 5 52 75 12 1 145 3.152 
非会員 25 176 288 24 5 518 3.198 
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(13)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を採用した方がよかったかについて，税制
委員会の会員も，非会員もどちらともいえないとの意見それぞれ2.07と
2.04で，両者に意見の差が全く見られない。
●税制委員会員・非会員/Q26 連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方が1
よかったと思われますか。
リッカート法の点数 3 2 1 
~ 所得通算 どちらとも 損益通算 計 平均点が良い いえない 型が良い
社数
会員 10 28 7 45 
非会員 29 112 22 163 
点数
会員 30 56 7 93 2.067 
非会員 87 224 22 333 2.043 
(14)連結納税の租税回避行為防止規定
連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為又
は計算の否認規定が創設されたことについて，税制委員会の会員2.85も，
非会員2.91でどちらともいえないとの意見に近く，両者に意見の差があま
り見られない。
●税制委員会員・非会員/Q29 連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するた
めに連結法人の行為又は計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ
下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
会貝 ゜
， 28 4 6 47 
非会員 1 41 80 19 19 160 
点数
会貝 ゜ 36 84 8 6 134 2.851 非会員 5 164 240 38 19 466 2.912 
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3. 国内100%子会社数による調査分析
連結納税の対象となる国内100%子会社保有数の10社未満， 10社以上，
20社以上, 30社以上の 4分類を10社未満と10社以上の 2グループに分けそ
の配点数を「①全く望ましくない (1点）②やや望ましくない (2点）ど
ちらともいえない (3点）④望ましい (4点）⑤大変望ましい (5点）」
でスコアー（点数）をつけたリッカート法で行った。
(1)連結納税導入の意向
連結納税の対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社では
1.83で導入するか否か迷っているとの意見に対し， 10社以上の親会社では
2.64でいずれ時期をみて導入するという意向なので．両者に差が見られる。
I●子会社数別ランク/Q14 連結納税導入傾向
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 早期導入 付加税 いずれ時期尊入か否か 導入の予 計 平均点の予定 廃止時点 をみて導入迷っている 定は無い
社数
10以上 11 4 36 13 22 86 
10未満 5 4 26 20 71 126 
点数
10以上 55 16 108 26 22 227 2.639 
10未満 25 16 78 40 71 230 1.825 
(2) 100%子会社連結範囲について
連結納税の対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社で
2.62, 10社以上の親会社でも2.69でいずれも子会社連結範囲については，
80%あたりが望ましいとしていて両者に意見の差は見られない。
● 子会社数別ランク/Q15 連結範囲について100%子会社に限定される事について
の意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 90%以上 80%以上 80%未満 わからない 計 平均点望ましい
社数
10以上 17 11 18 5 33 84 
10未満 37 10 8 ， 61 125 
点数
10以上 85 44 54 10 33 226 2.69 
10未満 185 40 24 18 61 328 2.624 
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(3)連結範囲の強制について
子会社連結範囲について任意性は認められず，親会社が保有する100%
子会社全てを連結範囲として強制されることに対し，国内100%子会社保
有数が10社未満の親会社で2.94で強制がやむを得ないとしている意見に対
し， 10社以上の親会社では， 2.52で強制がやや望ましくないとやむを得な
いとする意見の中間で両者に差が見られる。
●子会社数別ランク/Q16連結納税制度の適用にあたって， 100%子会社全ての強制
であり選択が認められていない事についての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい えない しくない しくない
社数
10以上 1 7 46 14 18 86 
10未満 10 17 64 21 12 124 
点数
10以上 5 28 138 28 18 217 2.523 
10未満 50 68 192 42 12 364 2.935 
(4)子会社の繰越欠損金の持ち込み否認
子会社の繰越欠損金の持ち込み否認について，連結納税の対象となる国
内100%子会社保有数が10社未満の親会社は1.59で子会社の繰越欠損金の
持ち込み否認はやや望ましくないという意見に近いのに対し， 10社以上の
親会社では1.28で全く望ましくないという意見に近くて，両者に差が見ら
れる。
●子会社数別ランク/Q17連携納税制度の導入事業年度に子会社の繰越欠損金につ
いて一切の引継ぎが認められていない事ついての意見
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい えない しくない しくない
社数
10以上 ゜゜ 5 14 67 86 10未満 1 ゜ 21 27 75 124 点数 10以上 ゜゜ 15 28 67 110 1.279 10未満 5 ゜ 63 54 75 197 1.589 
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(5)連結付加税
2年間の連結付加税について，連結納税の対象となる国内100%子会社
保有数が10社未満の親会社が1.38で子会社の付加税は出来る限り撤廃すべ
きという意見にやや近いの対し， 10社以上の親会社では1.12で連結付加税
を撤廃すべきに近くて，両者にやや意見の差が見られる。
●子会社数別ランク / Q18連結納税制度に導入にあたって， 2年間の時限である
が付加税 2%が課税される事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
こ 至極当然 当然 やむを 出来る限 撤廃 計 平均点である である えない り撤廃 すべき
社数
10以上 ゜゜ 1 
， 76 86 
10未満 ゜ 1 5 34 85 125 点数 10以上 ゜゜ 3 18 76 97 1.128 10未満 ゜ 4 15 68 85 172 1.376 
(6)寄付金
連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入であることについ
て，連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社は2.21で
やや望ましくないという意見に対し， 10社以上保有の親会社では1.56で全
く望ましくないという意見にあり，両者に差が見られる。
●子会社数別ランク IQl9連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入で
ある事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
こ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 ゜ 2 12 18 54 86 10未満 1 10 47 23 44 125 
点数
10以上 ゜ 8 36 36 54 134 1.558 10未満 5 40 141 46 44 276 2.208 
64 (202) 第 48 巻第 2 号
(7)一般寄付金の時価評価
連結グループ内の一般寄付金について連結納税制度適用時に時価評価さ
れる事について，連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親
会社は2.67でどちらともいえないという意見に近いのに対し， 10社以上保
有の親会社では1.88でやや望ましくないとの意見の近くにあり，両者に差
が見られる。
●子会社数別ランク IQl9連結グループ内の一般寄付金について全額損金不算入で
ある事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 ゜ 1 29 15 41 86 10未満 2 13 71 20 19 125 
点数
10以上 ゜ 4 87 30 41 162 1.884 10未満 10 52 213 40 19 334 2.672 
(8)交際費
交際費について連結規法人で一括して損金不算入の税務調整がされる事
について，連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社で
は2.28で， 10社以上保有の親会社では2.09で両者共にやや望ましくないと
の意見の近くにあり，両者の意見に差が見られない。
●子会社数別ランク/Q21交際費について連結親法人で一括して損金不算入の税務
調整する事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい やむを やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい えない しくない しくない
10以上 ゜ 2 37 13 33 85 社数 10未満 ゜ 7 55 28 35 125 点数 10以上 ゜ 8 111 26 33 178 2.094 10未満 ゜ 28 165 56 35 284 2.272 
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(9)内部取引の消去の処理一固定資産
内部取引の消去の処理において，固定資産を対象としている事について．
連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社では3.12でど
ちらともいえないという意見に対し. 10社以上保有の親会社では3.42でど
ちらともいえないと望ましいとの中間の意見にあり，両者差が見られる。
●子会社数別ランク IQ22内部取引の消去について固定資産を対象にしている事に
ついての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 8 37 28 7 5 85 
10未満 ， 37 54 10 15 125 
点数
10以上 40 148 84 14 5 291 3.424 
10未満 45 148 162 20 15 390 3.12 
(10)内部取引の消去の処理一金銭債権
内部取引の消去の処理において，金銭債権を対象としている事について，
連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社では3.34で，
10社以上保有の親会社でも3.35でどちらともいえないと望ましいとの中間
にあり，両者の意見に差が見られない。
●子会社数別ランク IQ23内部取引の消去で金銭債権を対象にしている事について
の意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
こ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 6 29 41 7 2 85 
10未満 8 50 52 6 ， 125 
点数
10以上 30 116 123 14 2 285 3.353 
10未満 40 200 156 12 ， 417 3.336 
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(11)内部取引の消去の処理一棚卸資産
内部取引の消去の処理において，棚卸資産を対象にしていない事につい
て，連結対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社で2.92の
どちらともいえないに対し， 10社以上保有の親会社では3.42でどちらとも
いえないと望ましいとの中間にあり，両者の意見に差が見られる。
●子会社数別ランク/Q24内部取引の消去で棚卸資産を対象にしていない事につい
てお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 12 31 27 11 4 85 
10未満 7 28 52 22 15 124 
点数
10以上 60 124 81 22 4 291 3.424 
10未満 35 112 156 44 15 362 2.919 
(12)所得通算型
連結納税の導入で所得通算型を採用した事について，連結納税の対象と
なる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社で3.14で，子会社保有数
が10社以上の親会社でも3.22でどちらともいえないという意見で両者に差
が見られない。
●子会社数別ランク/Q25連結納税の導入で所得通算型を採用についての意見をお
聞かせください。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
10以上 1 24 46 12 1 84 
社数
10未満 5 33 75 6 5 124 
10以上 5 96 138 24 1 264 3.143 
点数
10未満 25 132 225 12 5 399 3.218 
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(13)損益通算型
連結納税の導入で損益通算型を採用した方がよかったかについて，連結
納税の対象となる国内100%子会社保有数が10社未満の親会社では2.04で，
子会社保有数が10社以上の親会社でも2.06でどちらともいえないという立
場で両者に意見の差が見られない。
●子会社数別ランク / Q26連結納税制度の導入で損益通算型を採用した方がよ力,I 
ったと思われますか。
リッカート法の点数 3 2 1 
~ 所得通算 どちらとも 損益通算 計 平均点が良い いえない 型が良い
社数
10以上 19 50 14 83 
10未満 20 90 15 125 
点数
10以上 57 100 14 171 2.060 
10未満 60 180 15 255 2.04 
(14)連結納税の租税回避行為防止規定
連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連結法人の行為又
は計算の否認規定が創設されたことについて，連結納税の対象となる国内
100%子会社保有数が10社未満の親会社では2.93で．子会社保有数が10社
以上の親会社でも2.85でどちらともいえないという意見で両者に差が見ら
れない。
●子会社数別ランク/Q29連結納税制度を用いた租税回避行為を防止するために連
結法人の行為又は計算の否認規定が創設された事についての意見をお聞かせ下さい。
リッカート法の点数 5 4 3 2 1 
~ 大変 望ましい どちらとも やや望ま 全く望ま 計 平均点望ましい いえない しくない しくない
社数
10以上 ゜ 18 49 5 13 85 10未満 1 32 59 18 12 122 
点数
10以上 ゜ 72 147 10 13 242 2.847 10未満 5 128 177 36 12 358 2.934 
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I. 総括：連結納税制度の導入に関して検討すべき点
以上のアンケート集計分析（前回・今回）結果を踏まえて，連結納税制
度の導入に関してわが国で問題となる事項について検討する。
1. 100%子会社連結範囲について
アメリカが80%以上の子会社，フランスが95%以上に対し， 日本では
100%の子会社を連結範囲としている。フランスが95%以上としているの
は，従業員持株会やストックオプションによる自己株式の保有があり，こ
れを除けば実質的には100%保有になる。本来，所得通算型の連結納税制
度は，親会社の各事業部門の独立前の経営成績による法人課税所得と各事
業部が独立による分社化後の連結成績による法人課税所得とが同一である
という租税の中立の観点によるものであるから， 100%子会社連結範囲に
ついては妥当である。
2. 連結範囲の強制
アメリカが連結範囲の強制に対し，フランスが任意適用であり，日本で
は100%の子会社を連結強制としている。これは，連結範囲を任意にする
と連結納税の租税回避行為が生じることになるからである。
しかし税実務では，連結範囲について連結財務諸表の作成基準のように
重要性原則で小規模会社を除外できないために，経済性の観点から煩雑に
なるという問題が生じるので，例えば，親会社の役員による子会社株式保
有や100%未満の子会社に一部保有させる事等により，当該100%子会社を
100%未満の子会社にして，連結範囲から除外するという方法が考えられ
よう。
3. 内部取引の消去
(1)内部取引の消去の会計処理
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連結法人が譲渡損益調整資産を他の連結法人に譲渡した場合には，その
譲渡に係る譲渡利益額または譲渡損失額に相当する金額は，連結所得金額
の計算上，損金の額または益金の額に算入する（法81の10)。この方法に
ついては，固定資産等の譲渡損益調整資産を売却した連結法人におい
て，一旦譲渡損益を認識した上で，次いで譲渡損益調整勘定くり入れによ
って譲渡損益調整勘定を計上して連結所得の金額の計算上繰り延べる処理
が考えられる。
他方，連結会計においては，上記の譲渡損益調整勘定を計上していれば，
内部取引の相殺消去の計上の必要性がないが，正規の薄記の原則からは好
ましくないので，一旦譲渡損益を計上した後内部取引の相殺消去をするの
が妥当である。
(2)連結法人間取引における譲渡
連結決算では，内部取引はその連結決算グループ外の者へ譲渡したとき
に初めて未実現利益が消去されるのである。処が連結納税では．連結法人
間で譲渡損益調整資産を他の連結法人に譲渡した場合には，譲渡損益を繰
り延べることになるが，次の事由が生じた場合には．譲渡利益額又は損失
額に相当する金額を益金の額または損金の額に算入する。
①その資産を取得した連結法人が連結グループ内の他の連結法人へ譲渡し
たとき
②その資産を取得した連結法人が連結グループ外の者へ譲渡したとき
③その資産を取得した連結法人が償却，除却等をしたとき
④その資産を譲渡した連結法人が連結納税の承認を取り消されたとき（法
81の10②④, 61の13②④)
特に①のケースで，譲渡損益調整資産を他の連結グループ内の法人 (S
1)から取得した連結法人 (S2)が，連結グループ内の他の連結法人 (S
3)へ譲渡した時には， (S1)は，初めの譲渡の繰延利益金額の戻り入
れで益金の金額に算入する。そして連結法人 (S2)は連結グループ内の
70 (208) 第 48 巻第 2 号
他の連結法人 (S3)へ譲渡した利益金額の繰延が行われる。そこで次の
問題点がある。
第一に，連結会計においては，連結法人 (S2)が連結グループ内の他
の連結法人 (S3)へ譲渡した時には，内部取引で未実現損益が残ってい
るのに対して，連結納税では実現している点で両者の処理の異なる点に留
意すべきである。
第二に， 日本の連結納税制度では経済的単一体の色彩が強い点からみる
と上記の連結グループ内の他の連結法人 (S3)へ譲渡した時に所得と認
めるのは内部の未実現損益であるのに問題が残る。
4. 内部取引の時価取引と寄付金との関連
内部取引の時価取引と寄付金との関連では，次の問題点がある。
第一に，連結グループ内の一般寄付金について連結納税制度では時価評
価される。例えば出向元法人（親会社）が，出向者に支給した給与につい
て．出向先法人（子会社）での賃金体系（時価即ち市場価格）と出向元法
人の賃金の間の従業員給与格差の補填については，本来は出向元法人の損
金になるが，親会社が子会社を不当に支援しているとすれば．寄付金にな
るのでその子会社での賃金の妥当性（時価）が問題になる。
第二に． 日本の子会社は．製造部門の分社化による地域生産会社や管理
部門の分社化による経理・総務・コンピューター会社が多い。生産会社に
対してはその加工作業のために仕掛品・半製品を製造原価で引渡す事にな
るので．この場合には時価の算定は困難である。
5. 金銭債権の相殺と貸倒引当金
個別納税では中小法人についての貸倒引当金の繰入れは，一括評価金銭
債権に対し法定繰入率であっても．連結納税では連結グループ内の売掛債
権等の金銭債権について相殺されるので貸倒引当金が減少する点で連結会
計と同様である。
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6. 繰越欠損金と税効果会計への影響
連結納税制度を採用した場合の繰越欠損金と税効果会計への影響は次の
3点である。
第一に，ある連結法人の繰越欠損金は連結納税グループでその期に相殺
されるので，個々の個別財務諸表上の繰延税金資産の計上よりも連結財務
諸表上の方が小となる。例えば損益通算型の英国では連結財務諸表上で繰
延税金資産の計上が少ないのはそのためである。
第二に，連結納税をしている場合には，親会社と子会社の繰越欠損金に
ついて連結納税グループ全体で繰延税金資産の回収可能性を検討すること
になるので，回収可能性は個別申告よりも一般的に大になると考えられる。
第三に，地方税については連結納税の適用がないので，親会社と子会社それ
ぞれに法人税等についての繰延税金資産の回収性を検討することになる。
7. 繰越欠損金とSRLYとの関連
日本では，連結グループに加入前の繰越欠損金についてこれを全く認め
ていない。米国においてはSeparateReturn Limitation Year (S R L Y) 
制度があって連結グループに加入前の個別申告時に生じたキャピタル・ロ
スや繰越欠損金については，連結課税所得で相殺することは出来ないが，
その損失法人のその年度の所得内で相殺できるという規定がある。この点
に関して日本の企業は不満をもつが，これは日本の連結納税では経済的個
別主体概念よりも経済的単一体概念の方が強いことを示している。
8. 企業再編と連結納税
分社型分割以外の分割と連結納税について言及する。例えば，分社型分
割以外の分割をすると連結納税制度を考える上で実務的に難しい問題が生
じる。連結事業年度とは，原則として連結法人に係る連結親法人の事業年
度開始の日からその終了の日までの期間をいう。但しその期間の中途にお
いて自己を分割法人とする分割で分社型分割以外の分割を行った法人にお
72 (210) 第 48 巻第 2 号
いては．その開始の日から分割の日の前日までの期間は連結事業年度に含
まれないこことなる。そこで連結納税制度の導入に当たって企業再編との
関連を考慮した上で行うのが通常である。
9. 連結納税制度の本来的使用
日本の連結納税制度がイギリスのように損益振替型を採用せず，所得通
算型になっているのは単に繰越欠損金を連結グループ全体で利用するとい
う消極的側面にあるのではない。連結納税のもとで連結グループ全体で研
究費の売上に対する比率の多寡による税額控除や情報技術投資の税額控除
の利用という積極的側面に移行して行かねばそのメリットを享受できな
ぃ。例えば，日本経済団体連合会経済法規本部税制委員会の会員と非会員の
2グループに分けて分析したのは，会員は非会員に比べて連結納税制度に対
する提言や講習を通じて制度への理解が深まっていると考えるからである。
その結果として企業が連結納税制度の本来的使用に当たっては，その研
究と教育普及が要求されている。
（おわりに）
平成14年度の科学研究費補助金による「連結会計と連結納税の企業対応
動向調査」のうち連結納税制度の部分の単純集計とクロス集計結果につい
ては前回報告したので，今回はクロス集計によるリッカート法による回答
結果のみを報告した。
次に平成14年度の連結納税に関しての全体調査結果を踏まえて総括を行
い，平成15年度の調査研究の方向を模索している。
本稿は，平成14年度文部科学省科学研究費補助金基盤研究 (C)(2) 
の研究成果の一部である。（尚，今回の分析報告と文責は全て筆者にある）
更に，本研究は平成14年度関西大学学部共同研究費助成金を得て実施された
研究成果の一部である。
